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2026 年 7 月 1 日 

第 20 期 決算公告 

東京都千代田区神田猿楽町二丁目 8 番 16 号 

株式会社メモリード・ライフ 

代表取締役社長  吉田 仁 

 
２０２５年度 （２０２６年３月３１日現在） 貸借対照表 

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部） 

 現 金 お よ び 預 貯 金  

   現 金  

   預 貯 金 

 有 価 証 券 

   国 債 

   地 方 債 

 有 形 固 定 資 産 

   建 物 

 その他の有形固定資産 

 無 形 固 定 資 産 

   ソ フ ト ウ ェ ア 

   の れ ん 

 ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 

 代 理 店 貸 

 再 保 険 貸 

 そ の 他 資 産 

   未 収 金 

   前 払 費 用 

   未 収 収 益 

   預 託 金 

   そ の 他 の 資 産  

 供 託 金 

 

 
 

 3,298,112 

       97 

3,298,014 

303,774 

102,129 

201,644 

9,333 

4,409 

4,924 

25,490 

24,722 

－ 

768 

 － 

－ 

540,195 

503,458 

11,723 

4,743 

19,314 

955 

180,321 

（負債の部） 

 保 険 契 約 準 備 金 

   支 払 備 金 

   責 任 準 備 金 

 代 理 店 借 

 再 保 険 借 

 そ の 他 負 債 

   未 払 法 人 税 等 

   未 払 金 

   預 り 金    

   そ の 他 の 負 債 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

 価 格 変 動 準 備 金  

 
 

774,655 

124,886 

649,768 

37,586 

－ 

174,033 

74,094 

94,318 

4,541 

1,078 

12,796 

790 

負 債 の 部  合 計  999,862 

（純資産の部） 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

   資 本 準 備 金   

 利 益 剰 余 金  

   繰 越 利 益 剰 余 金 

 株 主 資 本 合 計 

 その他有価証券評価差額金 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

 

 
 

250,000 

250,000 

250,000 

2,857,365 

2,857,365 

3,357,365 

－ 

－ 

 

純 資 産 の 部  合 計   3,357,365 

資 産 の 部 合 計 4,357,227 負債及び純資産の部合計 4,357,227 
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自 ２０２５年４月 １日 
  ２０２５年度                     損益計算書 

至 ２０２６年３月３１日 

（単位：千円） 

科    目 金   額 

 経 常 収 益 

   保 険 料 等 収 入 

     保 険 料 

     再 保 険 収 入 

       回 収 再 保 険 金 

       再 保 険 手 数 料 

       再 保 険 返 戻 金 

       そ の 他 再 保 険 収 入    

   責 任 準 備 金 等 戻 入 額 

     支 払 備 金 戻 入 額 

   資 産 運 用 収 益 

     利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 

     そ の 他 運 用 収 益 

   そ の 他 経 常 収 益 

3,823,317 

3,811,476 

3,811,476 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

242 

242 

10,957 

10,950 

7 

641 

 経 常 費 用 

   保 険 金 等 支 払 金 

     保 険 金 等 

     解 約 返 戻 金 等 

     再 保 険 料 

   責 任 準 備 金 等 繰 入 額 

    責 任 準 備 金 繰 入 額 

   資 産 運 用 費 用 

   事 業 費 

     営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 

     税 金 

     減 価 償 却 費 

 退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額      

3,479,114 

1,985,622 

1,979,712 

5,909 

－ 

122,303  

122,303 

10 

1,371,178 

1,353,580 

2,329 

11,774 

3,493 

 経 常 利 益 （ ま た は 経 常 損 失 ） 344,202 

特 別 利 益 

そ の 他 特 別 利 益 

561 

561 

 特 別 損 失 

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 

固 定 資 産 処 分 損 

 そ の 他 特 別 損 失 

96 

96 

0 

－ 

 税 引 前 当 期 純 利 益  344,666 

 法 人 税 及 び 住 民 税 116,202 

 当 期 純 利 益 228,464 
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自 ２０２５年４月 １日 

     ２０２５年度                     株主資本等変動計算書 
至 ２０２６年３月３１日 

 

（単位：千円） 

科   目 

株 主 資 本 
評価・換算 

差 額 等 
純 資 産 

合 計 
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 

株 主 資 本 

合     計 

そ の 他 

有 価 証 券 

評価差額金 
資 本 

準 備 金 

繰 越 利 益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 250,000 250,000 2,658,901 3,158,901 7 3,158,901 

当 期 変 動 額       

 剰 余 金 の 配 当   △30,000 △30,000  △30,000 

 当 期 純 利 益   228,464 228,464  228,464 

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額（純額） 
   － △7 △7 

当 期 変 動 額 合 計 － － 198,464 198,464 △7 198,457 

当 期 末 残 高 250,000 250,000 2,857,365 3,357,365 0 3,357,365 
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〔個別注記表〕 

  

《 重要な会計方針に係る事項に関する注記 》 
 

１．計算書類の作成方法 

    貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、会社計算規則（平成 18 年法務省令第 13

号）の規定のほか、保険業法施行規則（平成 8 年大蔵省令第 5 号）に準拠して作成しております。 

       

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的の債権 

満期保有目的の債権については、移動平均法による償却原価法（定額法）を採用しております。 

 （２）その他有価証券 

その他有価証券（国債）について、期末日の市場価格相当に基づく時価法（金融商品会計基準）

を適用し、評価差額を全部純資産直入法により処理しております。 

 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品について、最終仕入原価法を採用しております。 

 

４．固定資産の減価償却の方法 
 
（１）有形固定資産 

        定率法（ただし、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備については定額法）を採用し

ております。 

         なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 
         建物附属設備         15 年 

         工具・器具・備品     2～10 年 

 

         また、取得価額 10 万円以上 20 万円未満の減価償却資産については、一括償却資産として 3 年

間で均等償却しております。 
 

（２）無形固定資産 

        定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェアについては、会社所定の利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し、

リース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法を採用しております。  

また、のれんについては、買収による投資回収期間（５年）に基づく定額法を適用しております。 

 

５．役員退職慰労引当金の計上基準       

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

６．価格変動準備金の計上基準       

    保険業法第 115 条の規定により算出した額を計上しております。 

 

７．責任準備金の積立基準 

責任準備金は、保険業法施行規則第211条の46の規定に基づき算出した金額を計上しております。 

 



 

－ 5 － 

 F21-005 

 

８．支払備金の積立基準 

支払備金は、保険業法施行規則第 73 条の規定に基づき算出した金額を計上しております。 

 

9．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

《 会計方針の変更に関する事項 》 
 

該当事項はありません。 

 

《 収益認識に関する事項 》 
 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号）について、第３項（会計基準範囲）（３）

の規定により、保険法における定義を満たす保険契約については適用範囲に含めないこととされてい

るため、当該基準を適用しておりません。 

 

《 表示方法の変更に関する事項 》 
 

該当事項はありません。 

 

《 会計上の見積りに関する事項 》 
 

該当事項はありません。 
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《 貸借対照表に関する注記 》 
 
１．有形固定資産の減価償却累計額       20,181 千円 

 

２．税効果会計に関する事項 

     税効果会計を適用しておりません。 

 

３．供託金の内訳 

保険業法第 272 条の 5 第１項及び第 9 項ならびに同施行令第 38 条の 4 の規定に基づき、政令で

定められた額の金銭または有価証券を次のとおり供託しております。 

供託金として供託している国債は、満期保有目的により、償却原価法（定額法）により計上して

おります。 

 なお、当年度末における翌年度の供託所要額は、200,000 千円であります。 

 

４．支払備金の内訳 

              (単位：千円) 

内  訳 元受分 出再分 
出再分控除後 

（当期末残高） 

普 通 支 払 備 金 54,472 － 54,472 

既 発 生 未 報 告 損 害 

に 対 す る 支 払 備 金 
70,413 － 70,413 

合  計 124,886 － 124,886 

保険業法施行規則第 211 条の 52 において準用する同規則第 73 条第 3 項および第 71 条第 1 項

に規定する、積み立てないことができる再保険を付した部分に相当する支払備金はありません。 

 

５．責任準備金の内訳   

          (単位：千円) 

内  訳 元受分 出再分 
出再分控除後 

(当期末残高) 

普 通 責 任 準 備 金 587,685 － 587,685 

異 常 危 険 準 備 金 62,083 － 62,083 

合  計 649,768 － 649,768 

保険業法施行規則第 211 条の 52 において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する、積み立て

ないことができる再保険を付した部分に相当する責任準備金はありません。 
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《 損益計算書に関する注記 》 
 

１．正味収入保険料及び正味支払保険金の算出 
 

 （１）正味収入保険料 

保険料                     3,811,476 千円 

再保険返戻金      -千円 

その他再保険収入 (注)             -千円 

再保険料                     -千円 

解約返戻金等                  5,909 千円 

                   差引                   3,805,566 千円 
 

 （２）正味支払保険金 

保険金等               1,979,712 千円 

              回収再保険金                     -千円 

             差引      1,979,712 千円 

 

 

２．利息及び配当金収入の内訳  

   預貯金利息                        5,585 千円 

   有価証券利息              2,858 千円 

   その他利息                2,506 千円 

 

３．その他運用収益の内訳 

有価証券償還差益            7 千円 

 

４．その他経常収益の内訳 

雑収入                 641 千円 

 

５．資産運用費用の内訳 

支払利息                10 千円 

 

６．減価償却費の内訳  

   有形固定資産      3,972 千円 

   無形固定資産           7,802 千円 

７．特別利益の内訳 

前期損益修正益            561 千円 

 

８．特別損失の内訳  

      特別損失の主な内訳は、有価証券（国債）における価格変動準備金への積立額および 

      固定資産の処分による除却損であります。 
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《 株主資本等変動計算書に関する注記 》 
 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

         (単位：株) 

株式の種類 
前 年 度 末 

株 式 数 

当 年 度 

増 加 株 式 数 

当 年 度 

減 少 株 式 数 

当 年 度 末 

株 式 数 

発行済株式     

  普通株式 100,000 － － 100,000 

合 計 100,000 － － 100,000 

 

２．剰余金の配当に関する事項 
 

      （１）配当金支払額               50,000 千円 
 

      （２）基準日が当年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌年度になるもの 

 

決   議 
株  式 

の 種 類 

配 当 金 

の 総 額 

配  当 

の 原 資 

1 株当た

り配当金 
基 準 日 

効 力 

発 生 日 

2026 年 6 月 25 日 

定時株主総会 

普通 

株式 

50,000 

千円 

利  益 

剰余金 
500 円 

2026 年 

3 月 31 日 

2026 年 

6 月 26 日 

   (注）上記配当は、2026 年 6 月 25 日開催の定時株主総会にて決定いたしました。 

 

《 税効果会計に関する注記 》 
 
 該当事項はありません。 

 

《 金融商品に関する注記 》  
 
１．金融商品の状況に関する事項 
 

      （１）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については、「資産運用に関する基本方針」及び「資産運用規程」に基づ

き、預金（外貨除く）および国債等の有価証券に限定し、銀行等金融機関からの借入による

資金の調達およびデリバティブの取引は予定しておりません。 

      （２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

市場関連リスクや信用リスクについては、「資産運用リスク管理方針・管理規程」にした

がい、リスクの状況について、定期的にモニタリングした結果をリスク管理委員会および取

締役会等へ報告される体制としています。 

定期性預金については、「資産運用実施規則」に基づき、預金対象限度額を定め、預金対

象金融機関の対象先および格付けを限定し、同一預金先への預金限度額（全体に対する割合）

を設定した上で、金利動向・利率・信頼性・利便性等を総合的に評価して決定する体制とし

ています。 
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    ２．金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日（当年度決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。        

  (単位：千円) 

内  容 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

現金及び預貯金 3,298,112 3,298,112 － 

有価証券（国債・地方債） 

満期保有目的の債権 

その他の有価証券 

 

303,774 

－ 

 

256,134 

－ 

 

△47,639 

－ 

供託金（国債） 

満期保有目的の債権 
180,321 112,500 △67,820 

（金融商品の時価の算定方法） 

➀ 現金及び預貯金は、１年以内の短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

➁ 有価証券及び供託金に供している債券については、期末日の市場価格によっております。 

 

《 関連当事者との取引に関する注記 》  
  
該当事項はありません。 

 

《 １株当たり情報に関する注記 》 
 

１．１株当たり純資産額   33,573 円 65 銭 
 
２．１株当たり当期純利益    2,284 円 64 銭 

 

《 その他の注記 》 
 

  金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

《 重要な後発事象に関する注記 》 
 

 該当事項はありません。 


